





質の高い教育の普及は世界共通の重要課題です。日本は、2 国間の協力に加え、ユネスコや GPE 等
の国際機関等及び G8 サミットやアフリカ開発会議（TICAD）といったマルチの場を通じて、2015 年ま









2015 年の開催となる JEF12 では、EFA ゴール達成に向けた進捗状況をもとに、残された課題につい
て、途上国の視点、そして市民社会、研究者、ドナーや国際機関の観点から、これまでの取組を踏ま
えて総括的に討議します。さらに、近年の国際教育協力の特徴を踏まえるとともに、新たな課題も見
据えつつ、ポスト 2015 年の国際教育協力に繋がる議論を展開します。 
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２．国際協力 60 周年，開発協力大綱の策定 
昨年，我が国が政府開発援助（ODA）を開始して 60 年という節目の年を迎えました。この 60 年間で，










































































加者も交え、総勢 90 人以上が参加した。 
 
エシェトゥ・アスファウ（エチオピア教育省計画・資源動員局長）による基調講演 
 エシェトゥ氏は「万人のための教育：成果とポスト 2015 年の課題 エチオピアの経験」と題する基調
講演を行った。エチオピアは初等教育へのアクセスが大幅に拡大し、総就学率（GER）は 1994 年の 26％
から 2014 年には 97％に改善した。これは特に農村部において学校を増やしてきたことによる。1985 年
に 7,900 校だった学校数は、2014 年には 35,380 校となり、学齢児童を待たせることなく教育を提供して
いる。2014 年には純就学率（NER）が 89％となった。また、ジェンダーの公正を推進し、女子の就学率














 ベナヴォット氏は EFA のグローバルな取り組みの歴史、EFA の 6 つの目標に関する進捗状況、およ
び EFA の政策に対する国際援助について概説した。氏はまず、ダカール EFA アジェンダおよび、その




































 石原伸一・JICA 人間開発部次長がまず、EFA および MDG の教育目標の残された課題として、初等教
育の完全普及、ジェンダー平等、教育の質を指摘し、紛争影響地域の子どもたちや、貧しい農村部の家
庭の女子、障害児などの支援や、教育の質の向上が重要であると強調した。開発途上国では小学校に入
学する児童の 3 割は初等教育を修了できず、世界の小学校学齢人口 6 億 5 千万人のうち、2 億 5 千万人


















































また、非就学児童の数は 1780 万人、15 歳から 24 歳の人口のうち、1 億人以上が初等教育を修了してい
ない。成人の非識字者の 3 分の 2 が女性で、非就学児童は女子の方が男子より多い。これらの課題の重
要な要因の一つが資金調達である。アジア太平洋地域では他地域に比べて教育費が少なく、ユネスコが
推奨している GNP 比 6％の基準を下回っている。これは貧しい弱者に大きな影響を与え、既存の不平等




















万人のための教育：成果とポスト 2015 年の課題 
―エチオピアの経験― 




 エチオピアは国土が広く多様な国で、人口は１億人近い。民族・言語の数が 90 以上あり、今
年の児童生徒数は 2600 万人いる。普通初等教育は８年間、普通中等教育は２年間である。 
表１：主な統計と過去 20 年間における初等中等 教育の就学者数の伸び 
 
 
 総就学率が約 20％だった 1990 年代初頭のデータに基づき、1997 年には「最近、就学者数が
伸びているにもかかわらず、入学率も進級率も変わっていないため、 2008/09 年には学齢期の
子どもたちの３分の２近くが小学校に通えず、ジェンダー格差が拡大するだろう」と予想され






– アクセスの拡大： 初等教育（１年生から８年生）の総就学率は 1994 年の 26％から
2014 年には 97％に向上 
– 学校数の大幅な増加： 学校数が 1985 年の 7,900 校から 2014 年には 35,380 校に増加；
主には農村部で 
– 適年齢での教育：純就学率が 2014 年には 89％になり、初等教育の就学者の構成が改善 
– ジェンダー平等の改善：女子のアクセス改善を重視した結果、ジェンダー公正指数が








実施され、同計画は現在も継続している。政府は現在、2015 年-20 年の第５次 ESDP
を作成中である。政府は、予算を大幅に増加して（2010 年には政府支出の 26％。




















協力と開発資金が教育支出の 15％から 20％を占めている。  
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アーロン・ベナヴォット    


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































JICA の教育協力の展望 ‐ポスト 2015 を見据えて‐ 
 
石原 伸一    
国際協力機構（JICA）人間開発部次長 
 
 JICA は、2010 年 9 月に作成した「JICA の教育分野の協力-現在と未来-」（以下、ポジションペーパ
ー）をもとに、2015 年の「万人のための教育（EFA）」/ミレニアム開発目標(MDGs)の達成に向けて取り組












童の 2 億 5,000 万人の子どもが基礎的な読み書き計算の能力が習得できておらず、学習の危機に面してい
る。 
 
２．これまでの JICA の主な取り組み 
初等教育のアクセス向上 
1990 年以降 50 か国、10,085 校以上 72,881 教室の小学校建設を実施。1 教室当たり 50 人で試算すると、
年間 364 万人以上の児童に裨益。 
（2）初等教育の質の向上 
理数科教育：1994 年以降、41 か国で技術協力事業を実施。 
授業研究：1998 年以降、24 カ国で授業研究を取り入れた技術協力事業を実施。 
学校運営改善：1999 年以降、16 か国で技術協力事業を実施。 
（3）ノンフォーマル教育・識字教育 
アフガニスタン、パキスタンでノンフォーマル教育・識字教育を実施。 
パキスタンの裨益人数の約 52 万人の内、約 8割が女子、女性（2014 年 1 月時点）。 
 
３．現状分析と今後の基礎教育協力の展開 



























基礎教育を越えて (Beyond Basic Education) 
 
１．ポスト 2015 と JICA の役割 
 ポスト 2015 のキーワードは、Open Working Group の Sustainable Development Goals で提案されてい








































データ出典 UN(2014), The Millennium Development Goals Report 2014






























































































































































































（ Inclusive and Equitable Quality Education ）
生涯を通じての学び（Life-long Learning）
Sustainable Development Goals (Open Working 
Group proposal) Goal 4:
‘Ensure inclusive and equitable quality education 








































































































































• 国際会議での発信（例： Global EFA Meeting, Global Partnership
for Education, Education for Sustainable Development)
• 国際学会での発信（例：International The World Association of














































































































• (グローバル・モニタリング・レポート 2012年) 多くのESAR諸国は、
2000年から2010年にかけて、 男女格差が着実に少なくなっている
• 後退している国が少数ある





















ボツワナ 519.7 549.4 29.7 517.5 523.6
6.1
ケニア 544.1 542.1 ‐2 576.3 550.9
‐25.4
レソト 463.5 471.5 7.9 477.1 476.8
‐0.3
モザンビーク 478.4 473.2 ‐5.3 488.2 478.6
‐9.6
ナミビア 489.6 503.7 14 472 470.1
‐1.9












スワジランド 545.2 553.6 8.4 545.5 536.2
‐9.3
タンザニア
(本土) 586.1 569.7 ‐16.5 568.5 537.5
‐30.9
ザンジバル 526.2 539.6 13.4 486.7 477.2
‐9.5
ウガンダ 481.5 475.9 ‐5.6 440.8 429.2
‐11.5
ザンビア 437.1 431.5 ‐5.6 489.3 483.9
‐5.4








男子 女子 男子 女子 男子 女子
マラウイ 50 52 76 75 36 33
モザンビーク 32 29 47 51 27 25
ナミビア 82 87 81 84 59 69
ルワンダ 35 39 35 37
ソマリア 11 5
南アフリカ 92 96
スワジランド 81 87 90 90 61 59
タンザニア 76 87 45 37 37 33
ウガンダ 25 25 60 57 31 26






























































a. 教員、講師、ファシリテーター b. 学習者（女子、男子）
























































 私の現在のプロジェクトは、教授内容知識（Pedagogical Content Knowledge）、授業研究方式、問題解
決型授業計画の理論的枠組みを用い、内容知識と誤答分析を通じた教授能力の向上をめざす探求・発見に
よる、数学教員のための大学院修士課程コース、および前期中等教育の職能開発コースに関するプロジェ





































1970 1980 2010 2014

































































































































































割合では、最も低い国の一つである（国連の目標である GNI比 0.7％に対して日本は約 0.2％）。日本




































• 草の根の教育者 •  女性のネットワーク



























































































































































最も低い額 (出典: Final Pledge Report: 
Second Replenishment Pledging Conference 
of the Global Partnership for Education)
日本のODAの配分






I.1. 教育 920.49 787.88 4.6%
I.1.b. 基礎教育 70.96 215.86 1.2%
全体比（％） 0.4% 1.2%














































































































































Fatuma Chege, Dean, School of Education, Kenyatta University, Kenya 
 質問やご意見、ありがとうございました。まず、若い失業者たちは自分で考えないとおっしゃった方
のご質問に答えたいと思います。厳しいコメントです。だれがそうさせてしまったのか、心配です。私

















































































































































































その時に官民パートナー、つまりその public-private partnership のプライベートは何を指されるの
かについて、例えば民間企業とか学校とか、それから NGO や NPO も入るのでしょうかとか、もう少し詳
しく説明して頂けますでしょうか。そして、民間パートナーに入るのか分かりませんが、かつて地方住
民、ローカル・ピープルやローカル・コミュニティが学校を建てたりしていました。例えばフィリピン


















































































































































いき、楽しいなと思えることが教育として非常に大事だと思っています。JICA が JICA で全てするのが
いいわけではなく、きっかけを作って、皆さんが国際協力、また教育協力は何も特別なものでなく、こ
れが日本のためにもなるし、他の国のためにもなるというような関係を築いていくことが、私はこれか

































す。実際の額は多くありません。日本のような先進国の教育予算はこの 2 倍から 3 倍はあるでしょう。
エチオピアの教育予算は 17 億ドルにすぎません。国家予算全体が非常に少ないのですから、教育予算
も少ないのです。予算の 25％が教育予算というと驚かれると思いますが、学校に行っている子どもたち







アーロン・ベナヴォット（ユネスコ EFA グローバルモニタリングレポート ディレクター） 












































































































































の枠組みの中には sustainability（持続性）という考え方や global citizenship education（地球市
民教育）、そして culture of peace（平和の文化）といったことが、今朝にベナヴォット先生がおっし
ゃった新しい方向性の中に位置づけられるようになりました。これが 9月にニューヨークで通るかどう
かはまだ分からないという事なのですが、多分 2015 年以降、本当に国際社会はなぜ一丸となって教育
を進めていくのかを問うた時に、何を教育するのか、どんな社会を理想として教育を行っていくべきな
のかということを置いては議論やフレームワークを作ることはできないと考えます。実は今までのフレ
ームワークは途上国にフォーカスをした開発目標だったわけなのですが、これからはユニバーサル目標
を目指すべきだという議論が国際社会では中心になっていると思います。全ての国々、途上国だけでな
く先進国も合わせて、一緒に教育という目標を掲げていくことが重要になってきています。昔は、教育
は 1国の問題として考えられていたこともありましたが、これだけグローバル化が進んだ社会では、グ
ローバル・アジェンダとして教育を考えていくようになり、それが 2015 年以降より一層進んでいくと
思います。2015 年以降に日本に何ができるのかということを、私たちは考えなくてはなりません。その
ためのフォーラムだったかと思いますし、色々な所でこの議論は進んでいます。2015 年の枠組み作りに
インプットしていくという事はこれまでも行われていて、これからインチョン、ニューヨークでもやっ
ていくわけですが、この枠組みは大体見えてきました。しかし、当然ですけれどこれで終わりではない
わけです。2015 年以降の枠組みが見えたところで、そこから日本は何ができるのか、どうやって推進し
ていくのか、という事について、また世界中で議論していかなければいけません。その中で日本も新し
い教育協力政策を作り始めなければなりません。今、文部科学省で国際協力推進懇談会というものが行
われていまして、また外務省でもこれまで 2度小泉政権や管政権の時に教育協力政策を出しているので
すが、新しい政策作りが進んでいくことと思います。また、この様にここに NGO の方々や研究者の方々
がどんどん一緒になってこういった議論を始めているのが現状です。2015 年以降にどのような社会を作
っていくのか、そしてその中で教育はどんな役割を果たし得るのかについて議論していくのは実に楽し
みなことだと思いますし、これからも続けていきたいと思います。どうもありがとうございました。 
 最後に、ここからは今は外の天気の状況が分からず、もしかしたら大雪かもしれませんが、皆様、お
帰りの際には、どうぞお気をつけてお帰りになって下さい。皆様にはこのような悪天候の中、最後まで
残って議論に参加して頂きまして、感謝を申し上げます。本当にどうもありがとうございました。 
 
櫻井里穂（広島大学教育開発国際協力研究センター（CICE）准教授） 
黒田先生、まとめて下さり、どうもありがとうございました。そしてご登壇者の方々もどうもありが
とうございました。黒田先生の方で本日の討議の要点を非常に簡潔にまとめて下さいましたので、司会
進行役の私の方からは今回のフォーラムを通じて感じたことを 1 点だけお話させて頂きたいと思いま
す。教育社会学者の苅谷剛彦氏によりますと、江戸時代に庶民の子ども達が通っていたとされる寺子屋
の勉強風景とは、今の学校の教室の風景とは異なり、寺子と呼ばれる子どもたちが師匠と呼ばれる先生
に必ずしも向かい合って画一的に勉強を教わっていたわけではなく、それぞれの進度に合わせて、字を
習ったり本を読んだり、また時にはお互いに学び合うという姿勢があったと書かれてございます。これ
は、本日ポスト 2015 の教育協力の姿勢に関しまして、度々出て参りました垂直的から水平的な姿勢、文
化的多様性を認め合ったグローバル・アジェンダに通じるものもあるのではないかという気がいたしま
す。そしてそのために必要なのも本フォーラムが目指すところの、こちらの裏表紙に書いてございます、
文化多様性を認めた自助努力支援にあるのかもしれません。冒頭に申し上げましたが、このフォーラム
は結論を出すことを目的とはしておりません。本日のフォーラムが皆様に何らかの示唆を提供する機会
となることができましたとしましたなら、一主催団体として、大変光栄に存じます。 
それでは時間となりましたので、エシェトゥ先生、ベナヴォット先生、石原先生、チェゲ先生、山本
先生、ラヤ先生、黒田先生に今一度、感謝の気持ちを込めまして拍手をお願いいたします。どうもあり
がとうございました。以上をもちまして、第 12 回国際教育協力日本フォーラムのプログラムが全て終
了いたしました。これで今年のフォーラムを終えさせて頂きますが、主催 4団体に代わりまして、基調
講演者及びパネリストの皆様に心より感謝申し上げます。ありがとうございます。またこのフォーラム
をご後援頂きました JICA さん、そして今日終日、素晴らしい通訳をして下さいました通訳の方々にも
お礼を申し上げます。どうもありがとうございました。また、こちらの主催者の一団体として本日のフ
ォーラムをお手伝い頂きましたインターンの学生、裏方のお仕事をして下さった主催団体の方々にもお
礼を申し上げます。ありがとうございました。そして本フォーラムは何と言っても皆様のご協力無しに
は成し遂げられません。今日 1日ご協力頂き、議論を盛り上げて下さいました会場の皆様にお礼を申し
上げて拍手で終わりたいと思います。どうもありがとうございました。それではこれをもちまして、第
12 回国際教育協力日本フォーラムを終わらせて頂きます。本日はどうもありがとうございました。 
 
